大阪府条例第　　　号

知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例等の一部を改正　　　

する条例
（知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例の一部改正）
第一条　知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（昭和二十二年大阪府条例第十八号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（給料）
第二条　（略）
区　　　　分
給料の額（月額）
知事
円
一、三一〇、〇〇〇
副知事
一、〇三〇、〇〇〇
第六条　（略）
区　　　　分
割　　　　　合
知事
百分の二十
副知事
百分の二十
２　前項に規定する在職月数は、暦に従って計算し、一月に満たないときは一月とし、一月以上の場合であって、二十七日に満たない端数を生じたときはこれを切り捨て、二十七日以上で、かつ、一月に満たない端数を生じたときはこれを一月とする。
３　（略）
　　　附　則

１―３　（略）
４　（略）
一　退職の日における給料の月額にその者の副知事としての在職月数を乗じて得た額に百分の二十を乗じて得た額

二　（略）
５　当分の間、知事等の退職手当の額は、第六条第一項及び前項の規定により計算した額にそれぞれ百分の五十を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り上げた額）とする。
６　（略）
	（給料）
第二条　（略）
区　　　　分
給料の額（月額）
知事
円

一、四五〇、〇〇〇
副知事
一、一四〇、〇〇〇
第六条　（略）
区　　　　分
割　　　　　合
知事
百分の六十
副知事
百分の四十五
２　前項に規定する在職月数は、暦に従って計算し、一月に満たないときは一月とし、一月に満たない端数を生じたときは切り捨てる。
３　（略）
　　　附　則

１―３　（略）
４　（略）
一　退職の日における給料の月額にその者の副知事としての在職月数を乗じて得た額に百分の四十五を乗じて得た額
二　（略）
５　当分の間、副知事の退職手当の額は、第六条第一項及び前項の規定により計算した額にそれぞれ百分の八十を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り上げた額）とする。

６　（略）

	
	


（大阪府監査委員条例の一部改正）
第二条　大阪府監査委員条例（昭和三十九年大阪府条例第十四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	


日額　　三二、〇〇〇

	


　四

	二五、〇〇〇


		府議会議員のうちから選任された監査委員

	　二三〇、〇〇〇



	（支給方法等）
第十一条　（略）
２　常勤の監査委員の手当及び旅費の支給については、この条例に定めるもののほか、知事の事務部局の職員の例による。ただし、職員の退職手当に関する条例（昭和四十年大阪府条例第四号）第十八条の規定は、適用しない。
	

	
	


（大阪府人事委員会条例の一部改正）
第三条　大阪府人事委員会条例（昭和二十六年大阪府条例第二十三号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	


委員長

	ある委員

	　　　　　　　円

九一〇、〇〇〇
	
		その他の委員

	七四〇、〇〇〇


	非常勤の委員
	委員長である委員

	三六五、〇〇〇

		その他の委員

	三一〇、〇〇〇



	（支給方法等）
第七条　（略）
２　常勤の委員の手当及び旅費の支給については、この条例に定めるもののほか、知事の事務部局の職員の例による。ただし、職員の退職手当に関する条例（昭和四十年大阪府条例第四号）第十八条の規定は、適用しない。
	

	
	


（大阪府教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部改正）
第四条　大阪府教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和二十三年大阪府条例第百二十五号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（給料）
第二条　教育長の給料の額は、月額八十四万円とする。
（手当）
第三条　（略）
２　（略）
３　知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（昭和二十二年大阪府条例第十八号）第六条の規定は、教育長の退職手当について準用する。
　　　附　則

（退職手当の特例）
２　当分の間、教育長の退職手当の額は、第三条第三項の規定により計算した額に百分の五十を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り上げた額）とする。
	（給料）
第二条　教育長の給料の額は、月額九十三万円とする。
（手当）
第三条　（略）
２　（略）
３　知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（昭和二十二年大阪府条例第十八号）第六条の規定は、教育長の退職手当について準用する。この場合において、同条第一項中「それぞれ次の表に掲げる割合」とあるのは、「百分の三十」と読み替えるものとする。

　　　附　則

（退職手当の特例）
２　当分の間、教育長の退職手当の額は、第三条第三項の規定により計算した額に百分の八十五を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り上げた額）とする。

	
	


（大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
第五条　大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十三年大阪府条例第百二十四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第二条　（略）
区　　　　　分
報酬の額（日額）
委員長である委員
円

三八、〇〇〇
その他の委員
三二、〇〇〇
２　委員の一月当たりの勤務日数が八日を超える場合の報酬の額は、前項の規定にかかわらず、委員長である委員にあっては月額三十万四千円、その他の委員にあっては月額二十五万六千円とする。ただし、月の途中において報酬の額に異動を生じた場合の報酬の額は、八日のうち、まずいずれかその額の高い報酬を支給する日の日数に当該報酬の額を乗じて得た額とし、日数になお残余があるときは、当該額に、その残余の日数にその額の低い報酬の額を乗じて得た額を加えて得た額とする。
	（報酬）
第二条　（略）
区　　　　　分
報酬の額（月額）
委員長である委員
円

三六五、〇〇〇
その他の委員
三一〇、〇〇〇


	
	


（選挙管理委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
第六条　選挙管理委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十一年大阪府条例第八号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第二条　委員（臨時に補充した委員を除く。次項において同じ。）の報酬の額は、次の表のとおりとする。

区　　　　　分
報酬の額（日額）
委員長である委員
円

三八、〇〇〇
その他の委員
三二、〇〇〇
２　委員の一月当たりの勤務日数が八日を超える場合の報酬の額は、前項の規定にかかわらず、委員長である委員にあっては月額三十万四千円、その他の委員にあっては月額二十五万六千円とする。ただし、月の途中において報酬の額に異動を生じた場合の報酬の額は、八日のうち、まずいずれかその額の高い報酬を支給する日の日数に当該報酬の額を乗じて得た額とし、日数になお残余があるときは、当該額に、その残余の日数にその額の低い報酬の額を乗じて得た額を加えて得た額とする。
３　臨時に補充した委員の報酬の額は、日額一万三千円とする。
第三条　臨時に補充した委員の報酬は、出席日数に応じてその都度、支給する。
	（報酬）
第二条　委員（臨時に補充した委員を除く。）の報酬の額は、次の表のとおりとする。
区　　　　　分
報酬の額（月額）
委員長である委員
円

三六五、〇〇〇
その他の委員
二九〇、〇〇〇
２　臨時に補充した委員の報酬の額は、日額一万円とする。
第三条　委員（臨時に補充した委員を除く。）の報酬は毎月下旬に、臨時に補充した委員の報酬は出席日数に応じてその都度、支給する。

	
	


（大阪府労働委員会の委員等の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正）
第七条　大阪府労働委員会の委員等の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第十号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	


二三〇、〇〇○
		
	使用者委員
	二三〇、〇〇〇


	２　特別調整委員の報酬の額は、月額九万七千円とする。
３　あつせん員の報酬の額は、日額一万円とする。


	

	
	


（大阪府収用委員会の委員及び予備委員、あっせん委員並びに仲裁委員の報酬及
び費用弁償並びに鑑定人及び参考人の手当及び実費弁償に関する条例の一部改
正）
第八条　大阪府収用委員会の委員及び予備委員、あっせん委員並びに仲裁委員の報酬及び費用弁償並びに鑑定人及び参考人の手当及び実費弁償に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第五十号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	


一三、

〇〇〇
		
	仲裁委員
	一三、〇〇〇



	２　委員の一月当たりの勤務日数が八日を超える場合の報酬の額は、前項の規定にかかわらず、会長である委員にあっては月額三十万四千円、その他の委員にあっては月額二十五万六千円とする。ただし、月の途中において報酬の額に異動を生じた場合の報酬の額は、八日のうち、まずいずれかその額の高い報酬を支給する日の日数に当該報酬の額を乗じて得た額とし、日数になお残余があるときは、当該額に、その残余の日数にその額の低い報酬の額を乗じて得た額を加えて得た額とする。
（鑑定人及び参考人の手当）
第七条　（略）
２　参考人の手当は、一日につき三千八百円を超えない範囲内において、その都度委員会が定める額とする。
	（報酬）
第二条　（略）
区　　　　分
報酬の額
会長である委員
円

月額　三六五、〇〇〇
その他の委員
月額　二九〇、〇〇〇
予備委員
日額　　一四、〇〇〇

あっせん委員
日額　　一四、〇〇〇
仲裁委員
日額　　一四、〇〇〇
（鑑定人及び参考人の手当）
第七条　（略）
２　参考人の手当は、一日につき四千二百円を超えない範囲内において、その都度委員会が定める額とする。

	
	


（大阪海区漁業調整委員会の委員及び専門委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
第九条　大阪海区漁業調整委員会の委員及び専門委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十六号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	


二三〇、〇

	〇〇
	

	
	

	
	


（大阪府内水面漁場管理委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
第十条　大阪府内水面漁場管理委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十七号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第二条　（略）
区　　　　分
報酬の額（日額）
会長である委員
円

三八、〇〇〇
その他の委員
三二、〇〇〇
２　委員の一月当たりの勤務日数が八日を超える場合の報酬の額は、前項の規定にかかわらず、会長である委員にあっては月額三十万四千円、その他の委員にあっては月額二十五万六千円とする。ただし、月の途中において報酬の額に異動を生じた場合の報酬の額は、八日のうち、まずいずれかその額の高い報酬を支給する日の日数に当該報酬の額を乗じて得た額とし、日数になお残余があるときは、当該額に、その残余の日数にその額の低い報酬の額を乗じて得た額を加えて得た額とする。
	（報酬）
第二条　（略）
区　　　　分
報酬の額（月額）
会長である委員
円

四九、〇〇〇
その他の委員
三六、〇〇〇


	
	


（大阪府公安委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
第十一条　大阪府公安委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十九年大阪府条例第二十八号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第二条　（略）
区　　　　　分
報酬の額（日額）
委員長である委員
円

三八、〇〇〇
その他の委員
三二、〇〇〇
２　委員の一月当たりの勤務日数が八日を超える場合の報酬の額は、前項の規定にかかわらず、委員長である委員にあっては月額三十万四千円、その他の委員にあっては月額二十五万六千円とする。ただし、月の途中において報酬の額に異動を生じた場合の報酬の額は、八日のうち、まずいずれかその額の高い報酬を支給する日の日数に当該報酬の額を乗じて得た額とし、日数になお残余があるときは、当該額に、その残余の日数にその額の低い報酬の額を乗じて得た額を加えて得た額とする。
	（報酬）
第二条　（略）
区　　　　　分
報酬の額（月額）
委員長である委員
円

三六五、〇〇〇
その他の委員
三一〇、〇〇〇


	
	


（大阪府地方独立行政法人評価委員会条例の一部改正）
第十二条　大阪府地方独立行政法人評価委員会条例（平成十六年大阪府条例第二号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第八条　委員等の報酬の額は、日額九千六百円とする。

２・３　（略）
	（報酬）
第八条　委員等の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府自治紛争処理委員の報酬及び費用弁償並びに委員の求めに応じて出頭した当事者及び関係人の実費弁償に関する条例の一部改正）
第十三条　大阪府自治紛争処理委員の報酬及び費用弁償並びに委員の求めに応じて出頭した当事者及び関係人の実費弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第二条　委員の報酬の額は、一日につき八千二百円を超えない範囲内において知事が定める額とする。
	（報酬）
第二条　委員の報酬の額は、一日につき九千百円を超えない範囲内において知事が定める額とする。

	
	


（大阪府固定資産評価審議会条例の一部改正）
第十四条　大阪府固定資産評価審議会条例（昭和三十七年大阪府条例第二十八号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額九千六百円とする。

２・３　（略）
	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額一万七百円とする。

２・３　（略）

	
	


（大阪府公益認定等委員会条例の一部改正）
第十五条　大阪府公益認定等委員会条例（平成十九年大阪府条例第四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第十二条　委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額九千六百円とする。

２・３　（略）
	（報酬）
第十二条　委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額一万七百円とする。

２・３　（略）

	
	


（大阪府防災会議条例の一部改正）
第十六条　大阪府防災会議条例（昭和三十七年大阪府条例第二十九号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第五条　委員及び専門委員の報酬の額は、日額九千六百円とし、幹事の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第五条　委員及び専門委員の報酬の額は、日額一万七百円とし、幹事の報酬の額は、日額九千百円とする。

２・３　（略）

	
	


（大阪府国民保護協議会条例の一部改正）
第十七条　大阪府国民保護協議会条例（平成十七年大阪府条例第九号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第七条　委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額九千六百円とし、幹事の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第七条　委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額一万七百円とし、幹事の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府石油コンビナート等防災本部条例の一部改正）
第十八条　大阪府石油コンビナート等防災本部条例（昭和五十一年大阪府条例第八十五号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）
第一条　この条例は、石油コンビナート等災害防止法（昭和五十年法律第八十四号。以下「法」という。）第二十八条第九項の規定に基づき大阪府石油コンビナート等防災本部（以下「防災本部」という。）の組織及び運営に関する事項を定め、併せて防災本部の本部長、本部員、専門員及び幹事（以下「本部員等」という。）の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法を定めるものとする。
（報酬）
第五条　本部員及び専門員の報酬の額は、日額九千六百円とし、幹事の報酬の額は、日額六千百円とする。
２・３　（略）
	（趣旨）
第一条　この条例は、石油コンビナート等災害防止法（昭和五十年法律第八十四号。以下「法」という。）第二十八条第八項の規定に基づき大阪府石油コンビナート等防災本部（以下「防災本部」という。）の組織及び運営に関する事項を定め、併せて防災本部の本部長、本部員、専門員及び幹事（以下「本部員等」という。）の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法を定めるものとする。
（報酬）
第五条　本部員及び専門員の報酬の額は、日額一万七百円とし、幹事の報酬の額は、日額六千八百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府私立学校審議会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
第十九条　大阪府私立学校審議会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十五年大阪府条例第十七号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第二条　委員の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第二条　委員の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府社会福祉審議会条例の一部改正）
第二十条　大阪府社会福祉審議会条例（平成十二年大阪府条例第九号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第三条　審議会の委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第三条　審議会の委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府精神保健福祉審議会条例の一部改正）
第二十一条　大阪府精神保健福祉審議会条例（昭和四十年大阪府条例第四十号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第七条　委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第七条　委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府感染症の診査に関する協議会条例の一部改正）
第二十二条　大阪府感染症の診査に関する協議会条例（平成十一年大阪府条例第二号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第八条　委員の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第八条　委員の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府障害者施策推進協議会条例の一部改正）
第二十三条　大阪府障害者施策推進協議会条例（昭和四十六年大阪府条例第三号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第五条　委員等の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第五条　委員等の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例の一部改正）
第二十四条　大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例（平成十八年大阪府条例第三号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第四条　委員の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第四条　委員の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府介護保険審査会の公益代表委員の定数並びに委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
第二十五条　大阪府介護保険審査会の公益代表委員の定数並びに委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成十一年大阪府条例第三十四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（委員等の報酬）
第三条　委員等の報酬の額は、委員の場合にあっては日額九千六百円とし、専門調査員の場合にあっては日額六千百円とする。
２・３　（略）
	（委員等の報酬）
第三条　委員等の報酬の額は、委員の場合にあっては日額一万七百円とし、専門調査員の場合にあっては日額六千八百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府生活衛生適正化審議会条例の一部改正）
第二十六条　大阪府生活衛生適正化審議会条例（平成十二年大阪府条例第十七号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第七条　委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第七条　委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府小売商業紛争調停員の報酬及び費用弁償並びに調停員の求めに応じて出頭した参考人の実費弁償に関する条例の一部改正）
第二十七条　大阪府小売商業紛争調停員の報酬及び費用弁償並びに調停員の求めに応じて出頭した参考人の実費弁償に関する条例（昭和三十四年大阪府条例第三十五号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第二条　調停員の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第二条　調停員の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府環境審議会条例の一部改正）
第二十八条　大阪府環境審議会条例（平成六年大阪府条例第七号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第八条　委員、臨時委員及び専門委員の報酬の額は、日額九千六百円とし、幹事の報酬の額は、日額六千百円とする。
２　（略）
	（報酬）
第八条　委員、臨時委員及び専門委員の報酬の額は、日額一万七百円とし、幹事の報酬の額は、日額六千八百円とする。
２　（略）

	
	


（大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会条例の一部改正）
第二十九条　大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会条例（平成四年大阪府条例第四十五号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第六条　委員の報酬の額は、日額九千六百円とし、幹事の報酬の額は、日額六千百円とする。
２　（略）
	（報酬）
第六条　委員の報酬の額は、日額一万七百円とし、幹事の報酬の額は、日額六千八百円とする。
２　（略）

	
	


（大阪府中央卸売市場業務規程の一部改正）
第三十条　大阪府中央卸売市場業務規程（昭和五十二年大阪府条例第三十二号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第六十七条の八　委員の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第六十七条の八　委員の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府地方港湾審議会条例の一部改正）
第三十一条　大阪府地方港湾審議会条例（昭和四十九年大阪府条例第十号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第九条　委員、臨時委員及び専門委員の報酬の額は、日額九千六百円とし、幹事の報酬の額は、日額六千百円とする。

２　（略）
	（報酬）
第九条　委員、臨時委員及び専門委員の報酬の額は、日額一万七百円とし、幹事の報酬の額は、日額六千八百円とする。
２　（略）

	
	


（大阪府都市計画審議会条例の一部改正）
第三十二条　大阪府都市計画審議会条例（昭和四十四年大阪府条例第三十一号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第七条　委員等の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第七条　委員等の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府国土利用計画審議会条例の一部改正）
第三十三条　大阪府国土利用計画審議会条例（昭和四十九年大阪府条例第三十七号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第七条　委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第七条　委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府土地利用審査会条例の一部改正）
第三十四条　大阪府土地利用審査会条例（昭和四十九年大阪府条例第三十八号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府交通安全対策会議条例の一部改正）
第三十五条　大阪府交通安全対策会議条例（昭和四十五年大阪府条例第三十九号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第五条　委員及び特別委員の報酬の額は、日額九千六百円とし、幹事の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第五条　委員及び特別委員の報酬の額は、日額一万七百円とし、幹事の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府水防協議会条例の一部改正）
第三十六条　大阪府水防協議会条例（平成十二年大阪府条例第三十七号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第六条　委員の報酬の額は日額九千六百円とし、幹事の報酬の額は日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第六条　委員の報酬の額は日額一万七百円とし、幹事の報酬の額は日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府事業認定審議会条例の一部改正）
第三十七条　大阪府事業認定審議会条例（平成十四年大阪府条例第七十九号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第六条　委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第六条　委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府建築審査会条例の一部改正）
第三十八条　大阪府建築審査会条例（昭和二十五年大阪府条例第八十四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬及び費用弁償）
第六条　委員の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２―６　（略）
	（報酬及び費用弁償）
第六条　委員の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２―６　（略）

	
	


（大阪府開発審査会条例の一部改正）
第三十九条　大阪府開発審査会条例（昭和四十四年大阪府条例第三十六号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額九千六百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額一万七百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府スポーツ推進審議会条例の一部改正）
第四十条　大阪府スポーツ推進審議会条例（昭和三十七年大阪府条例第六号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第六条　委員の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第六条　委員の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府社会教育委員条例の一部改正）
第四十一条　大阪府社会教育委員条例（昭和三十四年大阪府条例第三十六号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第四条　委員の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第四条　委員の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府文化財保護審議会条例の一部改正）
第四十二条　大阪府文化財保護審議会条例（昭和五十年大阪府条例第二十八号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第六条　委員の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第六条　委員の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府警察署協議会条例の一部改正）
第四十三条　大阪府警察署協議会条例（平成十三年大阪府条例第八号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額八千二百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額九千百円とする。
２・３　（略）

	
	


（大阪府留置施設視察委員会条例の一部改正）
第四十四条　大阪府留置施設視察委員会条例（平成十九年大阪府条例第十一号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額一万六千五百円とする。
２・３　（略）
	（報酬）
第五条　委員の報酬の額は、日額一万八千三百円とする。
２・３　（略）

	
	


（知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例の一部改正）
第四十五条　知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例（平成二十三年大阪府条例第四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（監査委員の給料、報酬及び期末手当の特例）
第二条　大阪府監査委員の給料及び報酬の額は、特例期間において、大阪府監査委員条例（昭和三十九年大阪府条例第十四号。次項において「条例」という。）第七条の規定にかかわらず、同条に定める額から、常勤の監査委員にあってはそれぞれその百分の二十、非常勤の監査委員にあってはそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、同条に定める額とする。

２　（略）
（人事委員会の委員の給料、報酬及び期末手当の特例）
第三条　大阪府人事委員会の委員の給料及び報酬の額は、特例期間において、大阪府人事委員会条例（昭和二十六年大阪府条例第二十三号。次項において「条例」という。）第三条の規定にかかわらず、同条に定める額から、常勤の委員にあってはそれぞれその百分の二十、非常勤の委員にあってはそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、同条に定める額とする。

２　（略）
（教育委員会の委員の報酬の特例）
第六条　大阪府教育委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十三年大阪府条例第百二十四号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。

（選挙管理委員の報酬の特例）
第七条　選挙管理委員の報酬の額は、特例期間において、選挙管理委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十一年大阪府条例第八号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。

（労働委員会の委員等の報酬の特例）
第八条　大阪府労働委員会の委員、特別調整委員及びあっせん員の報酬の額は、特例期間において、大阪府労働委員会の委員等の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第十号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。

（収用委員会の委員等の報酬等の特例）
第九条　大阪府収用委員会の委員及び予備委員、あっせん委員並びに仲裁委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府収用委員会の委員及び予備委員、あっせん委員並びに仲裁委員の報酬及び費用弁償並びに鑑定人及び参考人の手当及び実費弁償に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第五十号。次項において「条例」という。）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。

２　土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第六十五条第一項第一号の参考人の手当の額は、特例期間において、条例第七条第二項の規定にかかわらず、一日につき三千六百八十六円を超えない範囲内において、その都度大阪府収用委員会が定める額とする。
（海区漁業調整委員会の委員等の報酬の特例）
第十条　大阪海区漁業調整委員会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪海区漁業調整委員会の委員及び専門委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十六号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。

（内水面漁場管理委員会の委員の報酬の特例）
第十一条　大阪府内水面漁場管理委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府内水面漁場管理委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十七号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。

（公安委員会の委員の報酬の特例）
第十二条　大阪府公安委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府公安委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十九年大阪府条例第二十八号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の三に相当する額を減じた額とする。
（大阪府地方独立行政法人評価委員会の委員等の報酬の特例）
第十三条　大阪府地方独立行政法人評価委員会の委員、専門委員及び臨時委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府地方独立行政法人評価委員会条例（平成十六年大阪府条例第二号）第八条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府自治紛争処理委員の報酬の特例）
第十四条　大阪府自治紛争処理委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府自治紛争処理委員の報酬及び費用弁償並びに委員の求めに応じて出頭した当事者及び関係人の実費弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十四号）第二条の規定にかかわらず、一日につき八千円を超えない範囲内において知事が定める額とする。

（大阪府固定資産評価審議会の委員の報酬の特例）
第十五条　大阪府固定資産評価審議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府固定資産評価審議会条例（昭和三十七年大阪府条例第二十八号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府公益認定等委員会の委員等の報酬の特例）
第十六条　大阪府公益認定等委員会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府公益認定等委員会条例（平成十九年大阪府条例第四号）第十二条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府防災会議の委員等の報酬の特例）
第十七条　大阪府防災会議の委員、専門委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府防災会議条例（昭和三十七年大阪府条例第二十九号）第五条第一項の規定にかかわらず、委員及び専門委員にあっては日額九千四百円、幹事にあっては日額八千円とする。

（大阪府国民保護協議会の委員等の報酬の特例）
第十八条　大阪府国民保護協議会の委員、専門委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府国民保護協議会条例（平成十七年大阪府条例第九号）第七条第一項の規定にかかわらず、委員及び専門委員にあっては日額九千四百円、幹事にあっては日額八千円とする。

（大阪府石油コンビナート等防災本部の本部員等の報酬の特例）
第十九条　大阪府石油コンビナート等防災本部の本部員、専門員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府石油コンビナート等防災本部条例（昭和五十一年大阪府条例第八十五号）第五条第一項の規定にかかわらず、本部員及び専門員にあっては日額九千四百円、幹事にあっては日額六千円とする。

（大阪府私立学校審議会の委員の報酬の特例）
第二十条　大阪府私立学校審議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府私立学校審議会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十五年大阪府条例第十七号）第二条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（大阪府社会福祉審議会の委員等の報酬の特例）
第二十一条　大阪府社会福祉審議会の委員及び臨時委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府社会福祉審議会条例（平成十二年大阪府条例第九号）第三条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府精神保健福祉審議会の委員等の報酬の特例）
第二十二条　大阪府精神保健福祉審議会の委員及び臨時委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府精神保健福祉審議会条例（昭和四十年大阪府条例第四十号）第七条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（大阪府感染症の診査に関する協議会の委員の報酬の特例）
第二十三条　大阪府感染症の診査に関する協議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府感染症の診査に関する協議会条例（平成十一年大阪府条例第二号）第八条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（大阪府障害者施策推進協議会の委員等の報酬の特例）
第二十四条　大阪府障害者施策推進協議会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府障害者施策推進協議会条例（昭和四十六年大阪府条例第三号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府障害者介護給付費等不服審査会の委員の報酬の特例）
第二十五条　大阪府障害者介護給付費等不服審査会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例（平成十八年大阪府条例第三号）第四条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府介護保険審査会の委員等の報酬の特例）
第二十六条　大阪府介護保険審査会の委員及び専門調査員の報酬の額は、特例期間において、大阪府介護保険審査会の公益代表委員の定数並びに委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成十一年大阪府条例第三十四号）第三条第一項の規定にかかわらず、委員にあっては日額九千四百円、専門調査員にあっては日額六千円とする。

（大阪府生活衛生適正化審議会の委員等の報酬の特例）
第二十七条　大阪府生活衛生適正化審議会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府生活衛生適正化審議会条例（平成十二年大阪府条例第十七号）第七条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（小売商業紛争調停員の報酬の特例）
第二十八条　大阪府小売商業紛争調停員の報酬及び費用弁償並びに調停員の求めに応じて出頭した参考人の実費弁償に関する条例（昭和三十四年大阪府条例第三十五号）第一条に規定する調停員の報酬の額は、特例期間において、同条例第二条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（大阪府環境審議会の委員等の報酬の特例）
第二十九条　大阪府環境審議会の委員、臨時委員、専門委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府環境審議会条例（平成六年大阪府条例第七号）第八条第一項の規定にかかわらず、委員、臨時委員及び専門委員にあっては日額九千四百円、幹事にあっては日額六千円とする。

（大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会の委員等の報酬の特例）
第三十条　大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会の委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会条例（平成四年大阪府条例第四十五号）第六条第一項の規定にかかわらず、委員にあっては日額九千四百円、幹事にあっては日額六千円とする。

（大阪府中央卸売市場運営取引業務協議会の委員の報酬の特例）
第三十一条　大阪府中央卸売市場運営取引業務協議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府中央卸売市場業務規程（昭和五十二年大阪府条例第三十二号）第六十七条の八第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（大阪府地方港湾審議会の委員等の報酬の特例）
第三十二条　大阪府地方港湾審議会の委員、臨時委員、専門委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府地方港湾審議会条例（昭和四十九年大阪府条例第十号）第九条第一項の規定にかかわらず、委員、臨時委員及び専門委員にあっては日額九千四百円、幹事にあっては日額六千円とする。

（大阪府都市計画審議会の委員等の報酬の特例）
第三十三条　大阪府都市計画審議会の委員、臨時委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府都市計画審議会条例（昭和四十四年大阪府条例第三十一号）第七条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府国土利用計画審議会の委員等の報酬の特例）
第三十四条　大阪府国土利用計画審議会の委員及び臨時委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府国土利用計画審議会条例（昭和四十九年大阪府条例第三十七号）第七条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府土地利用審査会の委員の報酬の特例）
第三十五条　大阪府土地利用審査会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府土地利用審査会条例（昭和四十九年大阪府条例第三十八号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府交通安全対策会議の委員等の報酬の特例）
第三十六条　大阪府交通安全対策会議の委員、特別委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府交通安全対策会議条例（昭和四十五年大阪府条例第三十九号）第五条第一項の規定にかかわらず、委員及び特別委員にあっては日額九千四百円、幹事にあっては日額八千円とする。

（大阪府水防協議会の委員等の報酬の特例）
第三十七条　大阪府水防協議会の委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府水防協議会条例（平成十二年大阪府条例第三十七号）第六条第一項の規定にかかわらず、委員にあっては日額九千四百円、幹事にあっては日額八千円とする。

（大阪府事業認定審議会の委員等の報酬の特例）
第三十八条　大阪府事業認定審議会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府事業認定審議会条例（平成十四年大阪府条例第七十九号）第六条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（建築審査会の委員の報酬の特例）
第三十九条　建築審査会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府建築審査会条例（昭和二十五年大阪府条例第八十四号）第六条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府開発審査会の委員の報酬の特例）
第四十条　大阪府開発審査会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府開発審査会条例（昭和四十四年大阪府条例第三十六号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額九千四百円とする。

（大阪府スポーツ推進審議会の委員の報酬の特例）
第四十一条　大阪府スポーツ推進審議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府スポーツ推進審議会条例（昭和三十七年大阪府条例第六号）第六条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。
（大阪府立図書館協議会の委員の報酬の特例）
第四十二条　大阪府立図書館協議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府立図書館協議会条例（昭和二十七年大阪府条例第四十二号）第八条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。
（大阪府社会教育委員の報酬の特例）
第四十三条　大阪府社会教育委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府社会教育委員条例（昭和三十四年大阪府条例第三十六号）第四条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（大阪府文化財保護審議会の委員の報酬の特例）
第四十四条　大阪府文化財保護審議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府文化財保護審議会条例（昭和五十年大阪府条例第二十八号）第六条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（大阪府警察署協議会の委員の報酬の特例）
第四十五条　大阪府警察署協議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府警察署協議会条例（平成十三年大阪府条例第八号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額八千円とする。

（大阪府留置施設視察委員会の委員の報酬の特例）
第四十六条　大阪府留置施設視察委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府留置施設視察委員会条例（平成十九年大阪府条例第十一号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額一万六千円とする。
	（監査委員の給料、報酬及び期末手当の特例）
第二条　大阪府監査委員の給料及び報酬の月額は、特例期間において、大阪府監査委員条例（昭和三十九年大阪府条例第十四号。次項において「条例」という。）第七条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、同条に定める額とする。

２　（略）
（人事委員会の委員の給料、報酬及び期末手当の特例）
第三条　大阪府人事委員会の委員の給料及び報酬の月額は、特例期間において、大阪府人事委員会条例（昭和二十六年大阪府条例第二十三号。次項において「条例」という。）第三条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。ただし、手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、同条に定める額とする。

２　（略）
（教育委員会の委員の報酬の特例）
第六条　大阪府教育委員会の委員の報酬の月額は、特例期間において、大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十三年大阪府条例第百二十四号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。

（選挙管理委員の報酬の特例）
第七条　選挙管理委員の報酬の額は、特例期間において、選挙管理委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十一年大阪府条例第八号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。
（労働委員会の委員等の報酬の特例）
第八条　大阪府労働委員会の委員、特別調整委員及びあっせん員の報酬の額は、特例期間において、大阪府労働委員会の委員等の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第十号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。

（収用委員会の委員等の報酬等の特例）
第九条　大阪府収用委員会の委員及び予備委員、あっせん委員並びに仲裁委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府収用委員会の委員及び予備委員、あっせん委員並びに仲裁委員の報酬及び費用弁償並びに鑑定人及び参考人の手当及び実費弁償に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第五十号。次項において「条例」という。）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。

２　土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第六十五条第一項第一号の参考人の手当の額は、特例期間において、条例第七条第二項の規定にかかわらず、一日につき三千三百六十円を超えない範囲内において、その都度大阪府収用委員会が定める額とする。
（海区漁業調整委員会の委員等の報酬の特例）
第十条　大阪海区漁業調整委員会の委員及び専門委員の報酬の月額は、特例期間において、大阪海区漁業調整委員会の委員及び専門委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十六号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。

（内水面漁場管理委員会の委員の報酬の特例）
第十一条　大阪府内水面漁場管理委員会の委員の報酬の月額は、特例期間において、大阪府内水面漁場管理委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十七号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。

（公安委員会の委員の報酬の特例）
第十二条　大阪府公安委員会の委員の報酬の月額は、特例期間において、大阪府公安委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十九年大阪府条例第二十八号）第二条の規定にかかわらず、同条に定める額からそれぞれその百分の二十に相当する額を減じた額とする。
（大阪府地方独立行政法人評価委員会の委員等の報酬の特例）
第十三条　大阪府地方独立行政法人評価委員会の委員、専門委員及び臨時委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府地方独立行政法人評価委員会条例（平成十六年大阪府条例第二号）第八条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府自治紛争処理委員の報酬の特例）
第十四条　大阪府自治紛争処理委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府自治紛争処理委員の報酬及び費用弁償並びに委員の求めに応じて出頭した当事者及び関係人の実費弁償に関する条例（昭和二十七年大阪府条例第四十四号）第二条の規定にかかわらず、一日につき八千九百円を超えない範囲内において知事が定める額とする。

（大阪府固定資産評価審議会の委員の報酬の特例）
第十五条　大阪府固定資産評価審議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府固定資産評価審議会条例（昭和三十七年大阪府条例第二十八号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府公益認定等委員会の委員等の報酬の特例）
第十六条　大阪府公益認定等委員会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府公益認定等委員会条例（平成十九年大阪府条例第四号）第十二条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府防災会議の委員等の報酬の特例）
第十七条　大阪府防災会議の委員、専門委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府防災会議条例（昭和三十七年大阪府条例第二十九号）第五条第一項の規定にかかわらず、委員及び専門委員にあっては日額一万四百円、幹事にあっては日額八千九百円とする。

（大阪府国民保護協議会の委員等の報酬の特例）
第十八条　大阪府国民保護協議会の委員、専門委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府国民保護協議会条例（平成十七年大阪府条例第九号）第七条第一項の規定にかかわらず、委員及び専門委員にあっては日額一万四百円、幹事にあっては日額八千九百円とする。

（大阪府石油コンビナート等防災本部の本部員等の報酬の特例）
第十九条　大阪府石油コンビナート等防災本部の本部員、専門員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府石油コンビナート等防災本部条例（昭和五十一年大阪府条例第八十五号）第五条第一項の規定にかかわらず、本部員及び専門員にあっては日額一万四百円、幹事にあっては日額六千六百円とする。

（大阪府私立学校審議会の委員の報酬の特例）
第二十条　大阪府私立学校審議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府私立学校審議会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和二十五年大阪府条例第十七号）第二条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（大阪府社会福祉審議会の委員等の報酬の特例）
第二十一条　大阪府社会福祉審議会の委員及び臨時委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府社会福祉審議会条例（平成十二年大阪府条例第九号）第三条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府精神保健福祉審議会の委員等の報酬の特例）
第二十二条　大阪府精神保健福祉審議会の委員及び臨時委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府精神保健福祉審議会条例（昭和四十年大阪府条例第四十号）第七条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（大阪府感染症の診査に関する協議会の委員の報酬の特例）
第二十三条　大阪府感染症の診査に関する協議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府感染症の診査に関する協議会条例（平成十一年大阪府条例第二号）第八条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（大阪府障害者施策推進協議会の委員等の報酬の特例）
第二十四条　大阪府障害者施策推進協義会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府障害者施策推進協議会条例（昭和四十六年大阪府条例第三号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府障害者介護給付費等不服審査会の委員の報酬の特例）
第二十五条　大阪府障害者介護給付費等不服審査会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府障害者介護給付費等不服審査会条例（平成十八年大阪府条例第三号）第四条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府介護保険審査会の委員等の報酬の特例）
第二十六条　大阪府介護保険審査会の委員及び専門調査員の報酬の額は、特例期間において、大阪府介護保険審査会の公益代表委員の定数並びに委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成十一年大阪府条例第三十四号）第三条第一項の規定にかかわらず、委員にあっては日額一万四百円、専門調査員にあっては日額六千六百円とする。

（大阪府生活衛生適正化審議会の委員等の報酬の特例）
第二十七条　大阪府生活衛生適正化審議会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府生活衛生適正化審議会条例（平成十二年大阪府条例第十七号）第七条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（小売商業紛争調停員の報酬の特例）
第二十八条　大阪府小売商業紛争調停員の報酬及び費用弁償並びに調停員の求めに応じて出頭した参考人の実費弁償に関する条例（昭和三十四年大阪府条例第三十五号）第一条に規定する調停員の報酬の額は、特例期間において、同条例第二条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（大阪府環境審議会の委員等の報酬の特例）
第二十九条　大阪府環境審議会の委員、臨時委員、専門委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府環境審議会条例（平成六年大阪府条例第七号）第八条第一項の規定にかかわらず、委員、臨時委員及び専門委員にあっては日額一万四百円、幹事にあっては日額六千六百円とする。

（大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会の委員等の報酬の特例）
第三十条　大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会の委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会条例（平成四年大阪府条例第四十五号）第六条第一項の規定にかかわらず、委員にあっては日額一万四百円、幹事にあっては日額六千六百円とする。

（大阪府中央卸売市場運営取引業務協議会の委員の報酬の特例）
第三十一条　大阪府中央卸売市場運営取引業務協議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府中央卸売市場業務規程（昭和五十二年大阪府条例第三十二号）第六十七条の八第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（大阪府地方港湾審議会の委員等の報酬の特例）
第三十二条　大阪府地方港湾審議会の委員、臨時委員、専門委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府地方港湾審議会条例（昭和四十九年大阪府条例第十号）第九条第一項の規定にかかわらず、委員、臨時委員及び専門委員にあっては日額一万四百円、幹事にあっては日額六千六百円とする。

（大阪府都市計画審議会の委員等の報酬の特例）
第三十三条　大阪府都市計画審議会の委員、臨時委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府都市計画審議会条例（昭和四十四年大阪府条例第三十一号）第七条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府国土利用計画審議会の委員等の報酬の特例）
第三十四条　大阪府国土利用計画審議会の委員及び臨時委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府国土利用計画審議会条例（昭和四十九年大阪府条例第三十七号）第七条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府土地利用審査会の委員の報酬の特例）
第三十五条　大阪府土地利用審査会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府土地利用審査会条例（昭和四十九年大阪府条例第三十八号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府交通安全対策会議の委員等の報酬の特例）
第三十六条　大阪府交通安全対策会議の委員、特別委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府交通安全対策会議条例（昭和四十五年大阪府条例第三十九号）第五条第一項の規定にかかわらず、委員及び特別委員にあっては日額一万四百円、幹事にあっては日額八千九百円とする。

（大阪府水防協議会の委員等の報酬の特例）
第三十七条　大阪府水防協議会の委員及び幹事の報酬の額は、特例期間において、大阪府水防協議会条例（平成十二年大阪府条例第三十七号）第六条第一項の規定にかかわらず、委員にあっては日額一万四百円、幹事にあっては日額八千九百円とする。

（大阪府事業認定審議会の委員等の報酬の特例）
第三十八条　大阪府事業認定審議会の委員及び専門委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府事業認定審議会条例（平成十四年大阪府条例第七十九号）第六条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（建築審査会の委員の報酬の特例）
第三十九条　建築審査会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府建築審査会条例（昭和二十五年大阪府条例第八十四号）第六条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府開発審査会の委員の報酬の特例）
第四十条　大阪府開発審査会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府開発審査会条例（昭和四十四年大阪府条例第三十六号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額一万四百円とする。

（大阪府スポーツ推進審議会の委員の報酬の特例）
第四十一条　大阪府スポーツ推進審議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府スポーツ推進審議会条例（昭和三十七年大阪府条例第六号）第六条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする
（大阪府立図書館協議会の委員の報酬の特例）
第四十二条　大阪府立図書館協議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府立図書館協議会条例（昭和二十七年大阪府条例第四十二号）第八条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。
（大阪府社会教育委員の報酬の特例）
第四十三条　大阪府社会教育委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府社会教育委員条例（昭和三十四年大阪府条例第三十六号）第四条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（大阪府文化財保護審議会の委員の報酬の特例）
第四十四条　大阪府文化財保護審議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府文化財保護審議会条例（昭和五十年大阪府条例第二十八号）第六条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（大阪府警察署協議会の委員の報酬の特例）
第四十五条　大阪府警察署協議会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府警察署協議会条例（平成十三年大阪府条例第八号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額八千九百円とする。

（大阪府留置施設視察委員会の委員の報酬の特例）
第四十六条　大阪府留置施設視察委員会の委員の報酬の額は、特例期間において、大阪府留置施設視察委員会条例（平成十九年大阪府条例第十一号）第五条第一項の規定にかかわらず、日額一万七千八百円とする。

	
	


附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。
（知事の退職手当に関する経過措置）
２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において知事である者の退職手当については、第一条の規定による改正後の知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（以下「新知事等給与条例」という。）第六条第一項及び第二項並びに附則第五項の規定にかかわらず、その額は次に掲げる額の合計額とする。
一　知事となった日から施行日の前日までの在職月数（一月に満たない端数を生じたときは、これを一月とした在職月数とする。次項第一号及び附則第四項第一号において同じ。）を基礎として、第一条の規定による改正前の知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（以下「旧知事等給与条例」という。）第六条第一項の規定により計算して得た額
二　知事としての在職月数から前号の在職月数を減じて得た在職月数を基礎として、新知事等給与条例第六条第一項及び第二項並びに附則第五項の規定により計算して得た額
（副知事の退職手当に関する経過措置）
３　施行日の前日において副知事である者の退職手当については、第一条の規定による新知事等給与条例第六条第一項及び第二項並びに附則第四項及び第五項の規定にかかわらず、その額は次に掲げる額の合計額とする。
一　副知事となった日から施行日の前日までの在職月数を基礎として、旧知事等給与条例第六条第一項並びに附則第四項及び第五項の規定により計算して得た額
二　副知事としての在職月数から前号の在職月数を減じて得た在職月数を基礎として、新知事等給与条例第六条第一項及び第二項並びに附則第四項及び第五項の規定により計算して得た額

（教育長の退職手当に関する経過措置）
４　施行日の前日において教育長である者の退職手当については、第四条の規定による改正後の大阪府教育委員会の教育長の給与等に関する条例（以下「新教育長給与条例」という。）第二条、第三条第三項及び附則第二項の規定にかかわらず、その額は次に掲げる額の合計額とする。
一　教育長となった日から施行日の前日までの在職月数を基礎として、第四条の規定による改正前の大阪府教育委員会の教育長の給与等に関する条例第二条、第三条第三項及び附則第二項の規定により計算して得た額
二　教育長としての在職月数から前号の在職月数を減じて得た在職月数を基礎として、新教育長給与条例第二条、第三条第三項及び附則第二項の規定により計算して得た額

（知事の退職手当の特例に関する条例の廃止）
５　知事の退職手当の特例に関する条例（平成二十年大阪府条例第一号）は、廃止する。
（大阪府障害者施策推進協議会条例の一部を改正する条例の一部改正）

６　大阪府障害者施策推進協議会条例の一部を改正する条例（平成二十三年大阪府条例第百号）の一部を次のように改正する。

　　第二条中大阪府障害者施策推進協議会条例（昭和四十六年大阪府条例第三号）第五条の改正規定について、次の表のように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（報酬）

第五条　協議会の委員及び専門委員（以下「委員等」という。）の報酬の額は、日額九千六百円とする。

２・３　（略）
	（報酬）

第五条　委員等の報酬の額は、日額九千六百円とする。

２・３　（略）
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